
１．職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員数の推移（各年４月１日現在）

（２）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は地方公共団体定員管理調査に基づく一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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大玉村職員の人事行政の運営等の状況の公表
　地方公務員法及び大玉村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、村職員の給与や
職員数、勤務条件などの人事行政の運営等の状況について公表します。

　　　　　　　　　　　　区　　分
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（３)　年齢別職員構成の状況（平成31年4月1日現在）

　

（注）職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく一般職に属する職員数である。

（４）職員の採用・退職の状況（平成30年4月2日～平成31年4月1日）

（５）職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２．職員の人事評価の状況

（単位　：　人・％）
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　職員が自らその職務に対して目標設定・自己評価することによる、職員の能力開発及び人材育成を目的とした人事評価
については、平成28年度より実施しています。この人事評価に基づく昇給・昇格、給与等への反映については導入・実施時
期を検討中です。
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３．職員の給与の状況

(１) 人件費の状況（普通会計決算）

(２) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成30年4月1日現在の人数である。

 (３) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成31年4月1日現在）
　　　　　一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成31年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす

　  　　べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

（４) 職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

円 円

円 円

（５) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

(※) 対象者がゼロか僅少であるため、平均値を求めていない。

経験年数30年経験年数20年

63,121 568,701

千円

902,794

区　　　　　分

318,058

329,433

大　学　卒

人　 　　　　　　　千円

実 質 収 支

Ｂ／Ａ

151,900

　　　　　　Ｂ　（平成31年1月1日）

　　　　　千円

国

180,700

411,123

366,221

国

区　　　　　分

一般行政職

43.4

42.0大玉村

経験年数25年

高　校　卒

146,401

千円

97

り給与費 B/A

人

5,863359,179

人 件 費 率

　　　　　　％

住民基本台帳人口 人 件 費

区　　分

職員手当

千円 　　　　　千円

　　計　　Ｂ期末・勤勉手当

8,760

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

区　　分

30年度

大　学　卒

高　校　卒 (※)   
一般行政職

(※)   

(※)   

(※)   (※)   (※)   

(※)   (※)   

千円

（参考）一人当た

17.5

　　　　　千円

歳 出 額

　　　　　　Ａ

5,154,092

　　　　　　Ａ

30年度

職員数

386,902

給　 料

148,600

大玉村

184,900

経験年数10年

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
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（６) 級別職員数及び給料表の状況（平成31年4月1日現在）

（注）１　村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

３　　級

18

235,100

区　　分

　　　　　　　　人

16.8

６　　級
5.6

11 10.3

　　　　　　　　人

23

１　　級

課長補佐・主任主査の職務

　　　　　　　　人

５　　級 課長・主幹の職務

部長・参事の職務

　　　　　　　　人
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主事の職務
　　　　　　　　％
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（７） 期末手当・勤勉手当（平成31年度）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（８）退職手当（平成31年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （割増率1～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した職員に支給された平均額である。

（９）特別職の報酬等の状況（平成31年度）

円 円

円 円

円 円

　　（31年度支給割合）

6月期 月分

12月期 月分

計 月分

　　（31年度支給割合）

6月期 月分

12月期 月分

計 月分

４.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）職員の勤務時間（標準的なのもの　平成31年4月1日現在）

（２）年次有給休暇の取得状況（平成30年1月～平成30年12月）

（注）一般職員を対象とした取得状況です。

平均取得日数（B）/（C） 取得率（B）/（A）

3631日 995日 101人 9.8 日 27%

総付与日数（A） 総取得日数（B）

終了時間 休憩時間

38時間45分 8:30 17:15 12：00～13：00

2.200月
（1.150月）

4.400月
（2.300月）

給料月額等

給

料

報

酬

757,000 議 長 303,000

606,000 副 議 長 227,000

教　　　 育　　　 長

国

24.586875

1.275月
（0.700月）

1.275月
（0.700月）

2.550月
（1.400月）

0.925月
（0.450月）

0.925
（0.45月分）

24,607

自己都合

大　　玉　　村

47.709

24.586875

39.7575

33.27075

計
2.200月

（1.150月）

応募認定・定年

期末手当

勤勉手当

47.709

39.7575

47.709

19.6695

定年前早期退職特例措置

自己都合

28.0395

定年前早期退職特例措置

47.709

応募認定・定年

19.6695

28.0395

47.709

33.27075

1.850月
（0.900月）

47.709

区　　分 6月 12月 計

567,000 議 員 205,000

区 分

村 長

副 村 長

期
末
手
当

村　　　　　長
副　　村　　長
教　　育　　長

議　　　　　長
副　　議　　長
議　　　　　員

1.650

1.650

3.300

1.650

1.650

3.300

1週間の勤務時間 開始時間

対象職員数（C）

5



（３）休暇制度の概要（平成31年4月1日現在）

５．職員の休業に関する状況（平成30年度）

６．職員の分限及び懲戒処分の状況（平成30年度）

骨髄移植に係る登録又は骨髄移植の提供の休暇　　必要と認められる期間

懲戒処分

免職 0人

懲戒処分とは、制裁的処分であり、職員の
義務違反に対するものや全体の奉仕者に
ふさわしくない非行のあった場合がありま
す。

停職 0人

減給 0人

戒告 1人 交通事故

負傷又は疾病のための休暇　90日間以内
（結核性疾患により長期の療養を要するものと認めた者については2年以内の期間）

出産のための休暇　　出産予定前8週間以内及び出産予定後8週間以内の期間

配偶者の出産休暇　　配偶者が出産する2日以内の期間

年次有給休暇

分限処分とは公務能率の維持を目的に職
員になされる処分であり、勤務成績が良くな
い場合、心身の故障によるものや職に必要
な適格性を欠く場合の処分があります。

男性職員の育児休暇　　配偶者の出産予定日6週間前から出産後8週間の間で
　　　　　　　　　　　　　　　5日以内の期間

主な特別休暇

介護休暇 無給

処分内容 処分者数 処分理由 内　　　　　容

育児休暇　　1日2回　各45分以内

子の看護休暇　　1年に7日以内の期間　※義務教育の終期に達するまでの子

父母の祭日の休暇　　都度1日以内

リフレッシュ休暇　　勤続20年満了で3日以内の期間
　　　　　　　　　　　　勤続30年満了で5日以内の期間

夏季休暇　　6月～9月の期間内、5日以内の期間

忌引休暇　　続柄及び死亡時の生計関係により1日～10日以内の期間　　

ボランティア休暇　　自発的・無報酬で社会貢献活動を行う。1年の内5日以内の期間

結婚休暇　　連続する7日以内の期間

休暇の種類 内　　　　　　　　　　　容 備　　　考

0人

0人失職

0人

0人

0人

病気休暇

1暦年ごとに20日とし、20日を超えない範囲内の残日数を繰り越すことができる。

部分休業
小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、勤務時間の始めま
たは終わりに、1日を通じて2時間を超えない範囲で取得できる制度（無
給）

取得者数
男性　　0人
女性　　1人

介護時間 無給

負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生活を営むのに支障
がある親族を介護するため、連続する6月の期間内において必要と認めら
れる期間（無給）

要介護者を介護するため、1日の勤務時間の一部につき勤務しないこと
が相当であると認められる場合に、連続する3年の期間内において1日に
つき2時間を超えない範囲（無給）

平成30年
取得者数 0人

平成30年
取得者数 0

人

育児休業
職員が3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日まで取得す
ることができる制度（無給）

取得者数
男性　　0人
女性　　1人

分限処分

免職

降任

休職

降給
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７．職員の服務の状況

８．職員の退職管理の状況

９．職員の研修の状況（平成３０年度）

（１）職場外研修

（２）職場内研修

. 手話講習会 計 35 人 全2回の実施

接遇研修 31 人 ふくしま自治研修センター講師派遣事業による

備　　　　　考

ふくしま自治研修センター

部長講話 計 378 人 全8回の実施

新任係長研修

新任管理者研修

新任課長研修

政策立案のためのマーケティング講座

研　　　　　修　　　　　名

5人

5人

2人

2人

1人

3人

4人

2人

1人

人　　　数

クレーム対応講座 2人

研　　　　　修　　　　　名 人　　　数 研　　　　修　　　　先

新規採用職員研修（前期）

新規採用職員研修（後期）

基礎力アップ研修（政策形成）

基礎力アップ研修（協働・対人）

実行力アップ研修（協働・対人）

応用力アップ研修（政策形成） 3人

争議行為等の禁止
（地方公務員法第37条）

職員は、ストライキ等をしてはならない。 0人

営利企業等の従事制限
（地方公務員法第38条）

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体の役
員等を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を
得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。

0人

秘密を守る義務
（地方公務員法第34条）

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も
同様とする。

0人

職務に専念する義務
（地方公務員法第35条）

職員は、勤務時間中、職務に注意力のすべてを用い、職務に専念しな
ければならない。

0人

政治的行為の制限
（地方公務員法第36条）

職員は、政治活動等をしてはならない。 0人

　地方公務員法第30条では、すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ職務の遂行にあたっては、全力を挙げて
これに専念しなければならないこととされ、この服務の根本基準を実行するため、職員には次のような義務や制限が課されています。

区　　　分 内　　　　　　　　　　　　容 違反者数

命令に従う義務
（地方公務員法第32条）

職員は、法令等に従い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなけ
ればならない。

0人

信用失墜行為の禁止
（地方公務員法第33条）

職員は、職の信用を傷つけ、又は職全体の不名誉となるような行為をし
てはならない。

0人

　離職後に営利企業等に再就職した元職員は、現職職員に対して契約等事務についての働きかけが禁止されています。働きかけ規制に違
反する行為を行った疑いがある場合は、任命権者が公平委員会へ報告するとともに、調査を実施し、その調査過程を公平委員会が監視する
こととなっています。なお、平成30年度は、これらに関する報告等はありませんでした。
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１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況（平成30年度）

（２）メンタルヘルス総合対策事業

（３）共済制度

（４）公務災害等の発生状況（平成30年度）

１１．公平委員会の業務の状況（平成３０年度）

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

該当なし

（２）不利益処分に関する審査請求の状況

該当なし

（３）人事行政相談の状況

該当なし

（４）その他

①職員団体の登録の状況（新規及び変更等の手続を行った団体のみ記載）

ア 登録職員団体名

自治労大玉村職員労働組合

イ 変更登録年月日とその内容

平成31年1月24日 ※役員の変更

②管理職員等の範囲の指定の状況（県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の職員に係る管理職員等の範囲を定める

　規則改正年月日）

平成30年7月6日

③職員の退職管理に関する状況

ア 地方公務員法第38条の3に基づく報告件数

なし

イ 地方公務員法第38条の4に基づく報告があった件数

なし

ウ 人事委員会が地方公務員法第38条の5に基づく調査を要求した件数

なし

レクリエーション参加中の負傷

その他の行為中の負傷

健 康 診 断 の 種 類 受 診 者 数 備 考

生活習慣病予防集団検診

施設成人病検診（人間ドック）

147人

18人

臨時職員を含む

職務に伴う合理的行為又は準備・後始末中の負傷

出張中の負傷

職務遂行中の負傷

区 分 災害件数

公務災害

　地方公務員法第7条第3項の規定により、市町村及び地方公共団体の組合は公平委員会を置くこととされ、本村では、同法第7条第4項
の規定により公平委員会の事務を福島人事委員会に委託しています。また、毎年7月末までに福島県人事委員会から前年度の業務の
状況の報告を受けることとしています。
　本村、公平委員会の平成29年度における業務の状況は次のとおりです。

事 業 名 受 診 者 備 考

心の健康相談 24人 年間6回開催

ストレスチェック 273人 臨時職員を含む

通勤災害（通退勤途上中の負傷）

1人

0人

0人

0人

0人

0人

　職員の生活安全と福祉の向上を図るため、福島県市町村職員共済組合に加入しています。また職員互助会を組織し、福利厚生事業
をおこなっております。
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